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1　はじめに
国民感情の好悪が日中関係の良し悪しと同義になって久しい。毎年のように言論 NPO
と中国国際出版集団は、日中の両国民を対象とした世論調査を行っている。2016 年 9 月
に公表された調査結果によると、日中関係を「悪い」と答えている人は日中双方ともに 7
割を超え、「良い」と答えている人は中国人で 14％、日本人に至っては 1.4％という結果
が出ている（言論 NPO, 2016, 「第 12 回日中共同世論調査」結果, 参照）。2012 年尖閣諸島問題発生
以降における、お互いに対するイメージは極端に低い水準を維持し続けており、世界から
戦争勃発を危惧される状態ではなくなったにせよ、1970 年代中盤から 80 年代にかけての
蜜月期とは隔世の感がある。また、データを少し細かく見ると、「日中関係の発展を妨げ
るもの」として最も多く挙げられたのは、日中双方ともに「領土をめぐる対立（尖閣諸島
問題）」であり、政治問題が最大の懸念材料であるとの認識が国民の間に存在しているの
である。
現代に限らず、古来、国家間関係には、政治関係がその根幹にある。その他の民間にお
ける関係はあくまでも枝葉末節にしか過ぎず、それは日中関係とて例外ではない。長い日
中の歴史や、上記のデータからも政治関係の重要性は理解できるのである1）。民間交流
（外交）には、国際関係的な大きな役割は果たせない、というのが現代の常識であり、ま
た、事実でもある。そこであえて民間を研究テーマに選んだのは、他でもない日中間にお
ける政治関係が袋小路の状態にあり、政治に対する期待を抱くことができないというとこ
ろにその最大の理由がある。
2012 年に行われるはずであった日中国交正常化 40 周年記念事業は、同年 9 月に発生し
た尖閣諸島問題と、それによる中国政府による事実上の日本への渡航自粛要請により、各
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レベルにおいて式典、記念事業が一方的に中止される事態となった。日中両国における政
治的な摩擦は、経済や民間事業、そして国民感情にも多大なる影響を与えたのである。本
来は歴史問題であったはずの尖閣諸島という「領土問題」2）は、中国政府により、政治的
なツールとして様変わりすることとなった。現在の日本の外交青書では日中首脳会談等で
は「具体的な成果」（外務省外交青書, 2016, 第 2 章を参照）を挙げたとしているが、それはしか
し政治の判断で簡単に無に帰すのである。この袋小路にある政治外交関係において求めら
れるのは、それを補助する、細くてもしっかりした民間外交という道ではないだろうか。
以下、本論文で扱う言葉の定義を行っていく。
そもそも「民間」とは何か、その定義が難しいのは主に中国側での言葉の扱いが問題と
なる。先に挙げた言論 NPO と中国国際出版集団の共同世論調査において、中国側でのア
ンケート実施主体である中国国際出版集団は中国政府の強い影響下にあり、トップページ
を閲覧することで、中央政府公式サイトへのリンクや共産党の活動報告等が容易に確認す
ることができる。インターネットが発達し続けている現代においても、厳しい言論統制を
敷き続ける中国政府の姿勢はあまりに有名であり、ともすると先の調査データの信憑性の
問題にも発展しかねない。対する日本側の言論 NPO は、特定非営利活動法人であり、
NGO ともども、政府の力が働かないとされる代表的な組織である。こうした政府官庁に
対する「民間」、といった比較的わかりやすい指標を持つ日本側に対し、中国においては、
多くの「民間」が、実は政府の皮をかぶった実質的な政府組織であることが多いのであ
る。
世界百科事典において、国際政治学者の細谷千博は民間外交について、「政府の公式レ
ベル以外で行われる外交」（世界大百科事典,「民間外交」JapanKnowledge, アクセス 2016/12/06）と
し、その傾向は第二次世界大戦以降に増えたことを指摘、日中関係を例に挙げ、「1950 年
代や 60 年代の日中関係のように正式の国交関係のない場合には , とくに民間外交の占め
る比重は大きく , 公式外交の欠落を補てんする機能を営み , さらに公式外交の開設を準備
する役割を果たす。正式の国交関係の存在する国家間では , 公式外交を補完する機能をも
つ」（世界大百科事典,「民間外交」JapanKnowledge, アクセス 2016/12/06）といったように民間外交
を定義している。細谷が指摘しているとおり、日中国交正常化には民間外交も役割を果た
した。日中間では国交正常化までの期間においていくつもの民間協定が結ばれ、それが国
交正常化の道標となり、民間の知識人の力を借り、「以民促官」を実現したのである。し
かし、既知のとおりである 1970 年代中盤から 80 年代の日中蜜月期は、実際には鄧小平を
中心とした政治によって誘導された面が大きい。かつて国交正常化のために力を発揮した
民間外交は、完全に政治に取って代わられたのである3）。
国交正常化当時でも、日本側では純粋な「民間」が交渉のテーブルの一端についていた
が、中国側のそれは中国政府の意思を帯びており、言わば注釈付きの「民間」であった
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が、政府の意図を伝える役割をしっかりと果たしていたのである。この構図は日本の「民
間」組織対中国の「官民」組織といったものになっていることがうかがえるのである。
以上の定義を踏まえつつ、「民間」を日中関係改善のツールとして用い、その意義を明
らかにするため、本稿では平野健一郎による文化触変論を参考にする。平野はその著書の
中で文化の多義性について指摘し、国際関係を、国家間の政治経済的な関係ではなく、
「国際関係そのものが人間の文化である、と考えることができる」（平野, 2000, p. 17 を参照）
としている。人間のレベルで国際関係を考える上で、「文化運搬者」が必ず存在し、それ
は、かつては留学生やお雇い外国人や宣教師であり、現代では技術協力者や外国旅行者で
あると述べている（平野, 2000, pp. 65─74 を参照）。現代の日中関係改善を、特に民間という視
座から考える上で、人間が、国民が相手の国へ影響をあたえる一助となっているというこ
とをここで確認しておくこととする。
2　政府主導共同研究の限界
これまでに中国における「民間」の言葉の定義の曖昧さと、民間交流を研究する意義を
述べてきた。ここではより具体的な対象として、現代における知識人交流についての考察
を行っていくこととする。
知識人を研究対象とする理由の一つは既に述べたように、中国の「民間」を正確に把握
することが難しいことにある。中国における「民間」が日本のそれと異なる原因として
は、先に述べたことの他に、市民社会の未成熟が挙げられる。近年 NPO や NGO が中国
国内でも増えてきているが、中国メディアはこれを欧米による策略として大々的に批判、
政府も規制をかけることによって、日本で行われるような市民活動を期待することは難し
い状況にある。そのため、論点を整理するために本論文では知識人は学者のことを表すこ
ととする。既に日中間の和解などに取り組んできた学者たちの、その学術的な交流活動に
焦点を当て、日中関係における役割と与えた影響を考察する。はじめに、2006 年に始ま
った日中歴史共同研究について取りあげていく。
2006 年 10 月、当時第一次政権を率いていた安倍首相は、胡錦濤国家主席や温家宝首相
らと会談を行い、戦略的互恵関係を軸とした日中関係改善と対北朝鮮への協力体制の姿勢
を示した。日中が靖国問題に揺れた 2005 年の小泉内閣時代から一転、友好ムードが政治
により演出されたのである。日中歴史共同研究は核の一つとなっており、2006 年年末に
は日中歴史共同研究の第 1 回会合が開催されたのである。日本側座長を北岡伸一東京大学
教授が、中国側座長は歩平中国社会科学院近代史研究所所長が務めた。こうして、政治主
導により始まった学者による学術交流は 2009 年に最終会合を行い、2010 年の報告書発表
に至ったのである。
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日中歴史共同研究において、中国側の学者は、近現代史の歴史認識について中国政府の
公的解釈から大きく外れることは出来ない、という一種の「官民」組織として捉えること
が可能である4, 5）。既に確認したとおり、1972 年の構図において、「民間」対「官民」の裏
で政府は強い影響力を発揮した。それによって目的であった日中国交正常化まで歩をすす
めることが出来たのである。しかし日中歴史共同研究においては、政治目的達成のため
の、政治による先導は見受けられないのである。ここでは報告書の詳細な分析は行わない
が、日中歴史共同研究における最大の問題点は、その成果を有効利用していないというと
ころにあるのである。お膳立てをした安倍首相であったが、2012 年末に組閣された第二
次安倍政権では、日中歴史共同研究は忘れられた遺産となっているのである。
たとえ政治が主導したプロジェクトであっても、ひとたび政治の主体たる政府が、政治
的、あるいは外交的な価値がないと判断すると、取り残される民間は急激に力を失うこと
となる。日中歴史共同研究は、本来は大きな外交的な意味が存在していたのである。日中
の学者間の信頼構築を通し、将来的な教材の共同開発や、歴史認識のギャップを減らし、
両国民における信頼関係をも築く基礎となれる重要な価値のあるものであった。何よりも
政治がそう考え、日中首脳会談における関係構築の軸の一つとしたのである。しかし、政
治が日中歴史共同研究にその役割を見出さないことで、それは何の変哲もない一プロジェ
クトとして成り下がるのであり、その影響力も著しく低下するのである。そしてその評価
をメディアに任せるしかない現状をよしとすることは出来ない。実際に日本側の座長であ
った北岡伸一は雑誌「外交フォーラム」において、「『日中歴史共同研究』を振り返る」と
題して日中歴史共同研究に関するメディアの報道の批判を行っている。また、日中歴史共
同研究についての成果と課題を述べ、ヨーロッパにおける和解も紆余曲折を経たことを指
摘し、かつて戦争を経験した日本、中国、韓国、台湾なども今は平和であり、戦後の歩み
について「日本が戦争で残した傷痕は小さくなく、その責任は大きいが、その後の歩みが
全体としてヨーロッパよりも劣っているわけではない。これまでの歩みを受け止めなが
ら、さらに共同研究を続けていくべきである」（北岡, 2010, p. 70 を参照）と結んでいる。
ここでもう一点、日中歴史共同研究委員であった川島真東京大学教授の見解を引用して
おくこととする。川島は、日中歴史共同研究の目標設定が「必ずしも裁判の判決のよう
に、勝訴敗訴といったような決着をつけるというものではない」（川島, 2011, p. 78 を参照）と
指摘している。また、この共同研究を通じ「歴史認識問題が両国の通常の政治経済文化面
での交流を阻害することを少しでも防ぐことができればいい、というのが主眼だった」
（同上）と述べ、さらに報告書発表後の政府やメディアがこの目標設定を軽んじる姿勢につ
いての批判を行っている。ここで確認しておきたいのは、日中歴史共同研究を行った学者
の目標と、開催を決定した政府の目的との間には、小さくないギャップが存在していたと
いうことである。同論文で川島はこの共同研究に対する感想を述べている。「もし、政府
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間の共同研究が、外交上意義はあっても、結局双方の国家史の殻を厚くしてしまうのなら
ば、やはり歴史認識問題の『解決』のためには、民間の共同研究をすすめることや、内外
向けの適切な概説書や教科書を交換していくことが重要になってくるのであろう」（同上, 
p. 90 を参照）。譲れないところを妥協することはなく、互いのスタンスを頑なにするだけで
あり、結局「国家史の殻を厚く」するというこの感想は論理的に正しいのだろうか。政府
主導で開始されたこの共同研究はしかし、最後に政府の手を離れたことによって違う道筋
をたどったのである。最初期こそ政府の意図が介在されたものの、本格的に始動してから
は学者の目標設定が主となり、本来の政府の狙いであった「外交上の意義」は学者の目標
設定からは抜け落ちたのである。「国家史の殻を厚く」したのは、共同研究の差異ばかり
を強調するような報道姿勢をとった各メディアであり、成果を重視せず、フォローアップ
もしなかった政治であり、その双方に責任があるのである。先の引用部において北岡は
「これまでの歩みを受け止め」、共同研究を続けるべきだと述べている。そこには確かな手
応えがあったと見るべきである。日中歴史共同研究は、政治には利用価値なし、と判断さ
れたが、しかしそれでも日中の学者を、知識人をつなげるという点においては意義があっ
たのである。それは政治主導の「官民」対「民間」の不完全な民間外交であったかもしれ
ない。しかし日中の知識人の対話の足場がつくられたということは、限界ある政府主導の
研究における一筋の光であったのである。
以上の点を踏まえ、次に国際交流基金の助成による「日中、知の共同体」研究について
分析を行っていく。
3　民間主導研究の可能性
前述した日中歴史共同研究と比して、これから扱う「日中・知の共同体」の名はあまり
一般的には知られていないと思われる。それもそのはず、これは国際交流基金アジアセン
ターの助成により 1997 年度より開始された紛うことなき民間の一プロジェクトである。
東京大学名誉教授の溝口雄三と、中国社会科学院文学研究所研究員の孫歌を中心としたこ
の対話が、知名度や規模において日中歴史共同研究のそれと劣るのも至極当然と言えよ
う。それに加えこのプロジェクトの評価は大変に難しい。民間の一プロジェクトであるが
ゆえに一般世間の耳目を集めることやメディアを賑わすことはなく、公的に残された情報
は多くはない6）。その実態、全体像を把握することが難しい状況において、しかし、「日
中間の文化・知識人の新しいネットワーク形成をめざす」（国際交流基金ホームページを参
照）、という謳い文句は、まさに知識人交流による民間外交を推進させるものである。当
時の中国側の代表的メンバーであった孫歌による「総括的報告」を基に、本論文における
「日中・知の共同体」プロジェクトの民間外交（交流）としての意義と役割を分析し、「共
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同体」という言葉を念頭に置きながら、国際関係理論における知識人の役割と合わせて考
察していくこととする。
孫歌はその活動実態から、「共同体」という単語を「閉鎖的且つ排他的な血縁性の強い
語彙」（孫歌, 2012, p. 27 を参照）であるとみなし、「日中・知の共同体」を「日中知識人対話」
と称したこともあるとしている（同上）。しかしこうした回顧について、実際には知識人同
士の対話でしかなかったとしても、それは本論文における「民間」の一部として、知識人
は日中関係を深化させる役割を少なからず果たしたと捉えることが可能である、というこ
とを続けて述べていく。
孫歌は主権国家単位において対話を進める、つまり関係の深化を進めた事例として、日
中韓の歴史学者が共同で編纂した三カ国の歴史教科書について触れ、一定の成果を認めな
がらも、民間の知識人による共同作業が政治を超えられないということを指摘している。
「国家間の具体的問題に関して対立が起きた際（この種の対立は一般的に簡単には解消さ
れることができない）、基本的な歴史問題に直面したそれぞれ異なる国家の知識人たちは、
この対立から抜け出すことができないだけでなく、知識上の立場における『妥協』が通常
一種の裏切り行為を意味することが生じる。……東アジアの国際対話という場所において
は学術分野における衝突はよく見られる事実だが、その原因は知識論の差異にあるのでは
なく、こういった主権国家間にある妥協不可能なところにあるといえる」（孫歌, 2012, pp. 32
─33 を参照）。さてここで先ほど考察した日中歴史共同研究との比較を行うと、特に中国政
府が国家利益のもと、譲れない箇所を自国の学者に強いるような姿勢でいたところとよく
似た構図であることがわかる。歴史教科書の共同編纂を行った学者、そして日中歴史共同
研究における中国側の学者の立場については、繰り返すようだが「民間」知識人でありな
がら、国家の公的な立場に近いがゆえの「官民」のようなスタンスになる、とまとめられ
る。この点がこれらの学術（知識人）交流の限界であるが、その一方で少し毛色の異なる
結果へと至った学術交流が、民間プロジェクトの「日中・知の共同体」である。
「日中・知の共同体」の成果を孫歌は以下のように表現している。「中国社会と日本社会
において戦争記憶や戦後処理問題の研究で困難な問題に直面した経験を持つものが同じ空
間に集められることで、新しい視点の可能性が少しばかり検証されたのである。つまり
『国家ありき』の前提を打破し、歴史における責任を共同で担おうとする個人を確立する
可能性をいろんな視点から検証できたことは、我々の成果といえるであろう」（孫歌, 2012, 
pp. 33─34 を参照）。つまり、従来における国家による共同体だけではない、新しい枠組みを
示唆したということになるのである。これに続けて「『日本』と『中国』を単なる主権国
家の代名詞とみなすのは、実際のところすべての個人の公民としての具体的責任をむしろ
棚上げすることになる」（孫歌, 2012, p. 34 を参照）、と述べているのは、本論文の「1　はじ
めに」で述べた平野の文化触変論に通ずるところがある。孫歌が否定しているように、
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「知識人が国家の代弁者に成る」（同上）のではなく、知識人が国家に影響を与えるという
方向性で読み解くべきである。日中関係に対して大きなプラスの効果をもたらすはずであ
った 2 つの大規模な学術交流よりも、国家の手から完全に放たれた民間プロジェクトの
「日中・知の共同体」は、異なるベクトルでの良い影響を両国関係に与えたとも言えるの
である。孫歌は不十分さを指摘しつつもその総括的な評価を行っている。「知の共同体の
活動は、これらの諸点に関して共有されるべき視点を確立することも、また、日中の知識
人の異なる思想及び関心を一個の総体とすることまではできなかったのだが、参加した人
の視野には互いに意見が異なるテーマと議論が交錯するように入り込んでいたのである
……知の共同体の活動は知識人が国家を代表して発言するという枠組みを既に乗り越え始
めていたのと同時に、思想的課題を分有または共有するための可能性を模索し始めていた
のだった」（孫歌, 2012, p. 35）。また、劉傑早稲田大学教授は、「『知の共同体』の試みは、中
国の『批判的知識人』が制度的に学術研究と言論の自由が保障されている日本や韓国の知
識人と対話し、知的共同空間を創り出すことが可能であることを示している」（劉傑, 2007, 
p. 55）と指摘しており、日中双方の学者における「思考の前進」（同上）がうまれたことを
評価している。これらをもとに考察すると、いくつかあり得る「民間」における知識人交
流の中で、1 つの新たな「知の共同体スタイル」の可能性が提示されたのである。
ここで視点を変えて、三谷博東京大学名誉教授による民間共同研究の評価を見ておく。
三谷は劉傑らとともに、近代に日中の間で外交争点となった問題を取り上げ、解説した
『国境を越える歴史認識―日中対話の試み』（東京大学出版会, 2006 年）を編纂した。三谷によ
ればこれは日中の民間における共同研究の成果であるという。「筆者の記憶によれば、劉
傑（早稲田大学）の提唱により 2001 年に研究会を開始した当初は日中の研究者の間にか
なりの緊張感があったものの、毎回、問題ごとに史料を提示しつつ冷静な議論を展開して
いるうちに、双方の溝は埋まってゆき、深い信頼感も生まれた」（三谷, 2016, p. 40）と回顧
している。そして英語版刊行と基本文献化といった成果の導因として、参加した歴史家た
ちが国家を背負わず、あくまで歴史研究者としての立場で臨み、政府レベルでの共同研究
では共有し得ない観点、つまり国家の対立を超えた観点を有し7）、「知識人の国際的公共
圏」（三谷, 2016, p. 41 を参照）が築かれていったとしている。しかし同時に三谷は、学者によ
る国境を越えた歴史対話は公共圏を築くとともに、「自国の政界や世論からの孤立をも結
果した」（同上）と指摘している。仮にこの現象が普遍的に生じているとするならば、「知
の共同体」において「思考の前進」を遂げた日中の学者たちもその対象とはならないだろ
うか。事実関係や具体的影響を詳細に検証する紙幅の余裕はないが、民間によるボトムア
ップ型のアプローチは往々にして政治により潰されるという構図8）から考えると、不自然
ではないのが遺憾なところである。
各共同研究における研究成果は双方の国の学者、知識人の間にのみ蓄積され、実際の政
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治外交関係への影響は期待できないかもしれない。しかし、日中歴史共同研究では、政治
による少し窮屈な、知識人の対話の場、が用意された。「知の共同体」ではより一歩理想
に近い、思想を共有し得る対話の場が築き上げられた。三谷や劉傑らによる民間共同研究
の「知識人の国際的公共圏」という場でも意義ある知識人交流が行われるだろう。これら
は確実に「成果」として評価されるべきである。政府主導による共同研究よりも、民間が
主導する共同研究に意義と可能性が感じられる現状において、今後民間はどのように政治
と相対し、影響をあたえる努力をしていくべきなのかという点について、最後に結論で考
察を行うこととする。
4　結論
これまでに日中民間外交における知識人の交流とその役割を分析、考察してきた。ここ
ではそれを総括し、比較検討を行い、本論文における理想の「民間」の姿を模索すること
とする。
政府主導で行われた日中歴史共同研究や、国家間対立が大きな障害となった日中韓の歴
史教科書共同編纂などにおいて、日韓の学者に対して中国側の学者は往々にして「官民」
にならざるを得なかった。日本における自由な研究環境と比べ、中国のそれは国家利益が
関わるほどに窮屈なものとなっているのである。そのような立場にありながら、学術的な
交流という場では、少なからず意義のある日中の対話を実現させているのである。政治に
よる圧力を受けることがあっても、学者の、知識人の間における思想の共有は出来つつあ
ると言えるだろう。民間主導の共同研究の成果を見ればそれはより明らかである。
純粋な一歴史学者として取り組む、国家ありきという発想を超えられなくともその思想
的課題は共有する。学者間の信頼感の構築といった成果は、どれも政治外交的な価値は乏
しく、すぐさま日中関係の改善に活かされたり、中国の知識人の研究の自由が保障された
りするようになる、などといった結果にはつながらないだろう。しかし、影響を及ぼせる
範囲は微々たるものであっても、日中間において政治的しがらみなく対話を出来る場とい
うのは大変に貴重なのである。こうした地道な信頼構築のプロセスについて、「政府がや
れずとも、大学・民間経済界・メディア・官庁の連携により実現可能である」（金香男・羽
場久美子, 2016, pp. 9─10 参照）といった論調があるが、その点の議論は慎重に行わなければな
らない。メディアがその価値ある場を報道するメリットを感じるだろうか、他の民間団体
はどれだけ継続的な活動により、対話の場を支えられるのだろうか、20 年前に行われた
民間交流団体名鑑のアップデート版が待たれるところであるが、多くの組織が生まれ消え
ていったことは間違いないだろう。では、この知識人対話の場をより理想の「民間」へと
発展させるのに必要なこととは何であるかと考えたときに、それは次世代への継承こそが
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肝要であると、結論付けることが出来る。
ここで少し本論文の執筆者が実際に感じてきたことをもとに、本論文のテーマへのアプ
ローチを行う。執筆者は中国生まれの中国国籍で日本育ちであり、中国での唯一の教育経
験は、大学 3 年時における復旦大学への 1 年間の交換留学であった。両国に多くの親戚、
知人、そして友人がおり、日中に関係する学生たちと接してきた。その多くが日中の大学
間のプログラムなどで両国を行き来し、個人レベルでの相互理解を実現させていった。そ
してその次のステップでは、対話の場を継承する「民間」の更なる発展ための人材の輩出
が必要となってくるのである。
天児慧早稲田大学教授は、その著書や多くの意見表明の場において、アジアに共通する
人材育成の必要性を説いている。天児による、最終的なアジア連合を見据えた理論的アプ
ローチとしての人材育成の提唱と活動は先進的ではあるが、それで目的が達成され得るか
は政治の動き次第であると言える。日中の、あるいはアジアの関係を学び、言うなれば
「バランスの取れた」思考をする人材を輩出できたならば、まずは知識人対話の場という、
この貴重な空間を継承し、それを拡大していくことに尽力すべきではないだろうか。そう
することで、規模の面で、そして何よりもその意義と日中関係の前進という面において、
政治に少しでも影響を与えられる「民間」をつくりあげていくことが可能となるのであ
る。日中関係の改善と深化という民間の想いを、政治に反映することが出来る未来を実現
するために、まずは継承するべき空間のより深い理解とその伝播から始めなければならな
い。
注
  1） 著名な歴史家である E. H. カーによれば、我々が学ぶ歴史とは「わたしたちのために選び出され決
定」（E. H. カー, 清水幾太郎, 1964, p. 12 を参照）されているものであるという。しかし、そうとはい
えども、日中間における歴史上の重厚な関係は否定され得ない。
  2） ここでは「歴史学の立場における議論が必要な、領土についての学術的問題」としてこの表現を用
いることとする。
  3） 高原明生, 菱田雅晴, 村田雄二郎, 毛里和子編（2014）『共同討議日中関係なにが問題か：1972 年体
制の再検証』において、既存の構図（日中国交正常化を成し遂げた際の日中間の体制）の限界につい
て論議され、その打開、または再検討の必要性が提起されている。すなわち、当時と同じ民間─官民
組織といった関係性に同じだけの役割は求められないということになる。
  4） 日本側座長の北岡伸一は、中国側の学者が政府より圧力を受け、苦労を重ねながら共同研究に取り
組んでいたことを指摘し（北岡, 2010, pp. 64─67 を参照）、会合においては政府見解以外のものを引
き出せたことをうかがわせている。
  5） 中国側座長の歩平の報告では、当然中国政府による圧力の話は出てこないが、日中歴史共同研究を
それなりに評価しており、継続させ、日中の政府、そして学者が「共同」で課題解決に当たるべきで
あるとしており、言葉の選び方からも裏に政府の存在を感じ取ることが出来る。中国側の学者は、日
本側の学者よりも研究における発言の自由度が数段劣るということである。
  6） しかし多くの日中関係やその歴史に携わる学者の中での知名度は高く、「知の共同体」に言及した
文献も散見される。
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  7） 日中歴史共同研究と比較して、政治の対立を超えた観点を共有できた学術的な成功を指している。
  8） 「1　はじめに」で述べた日中国交正常化 40 周年記念交流事業の中止などの事例がある。
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